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１．調査実施概要

（１）目的

法人の運営実態及び傾向を把握し、

今後のより効果的な支援策を検討する上での基礎資料とする。

（２）調査項目

「法人の概要」「法人運営の悩み」「地域貢献サポート基金の認知度」

「認定・指定ＮＰＯ法人制度の認知度」「情報入手・交換の状況」等に関

する項目

（３）調査の実施概要

①調査対象

奈良県が所轄庁となっているＮＰＯ法人

４９４法人（令和５年１２月１日現在）

②調査方法

郵送又はメールフォーム

③調査時期

令和５年１２月２５日～１月３１日

④アンケート調査票の回収の状況

回収件数 １０７件 （回収率２１.７%）



２．調査結果
（１）法人の概要
①法人の規模（会員数）

※会員数については、正会員・賛助会員・その他定款に定める会
員を含む

Q　法人規模(人数) 回答数 多い順

1.　10名~30名 60 1

2.　31名~50名 10 3

3.　51名~100名 10 3

4.　101名以上 22 2

1. 10名~30名

59%

2. 31名~50名

10%

3. 51名~100名

10%

4. 101名以上

21%



②法人の規模（令和４年度決算の総支出額）

Q　法人規模(前年度支出額) 回答数 多い順

1.　0円~100万円 31 1

2.　101万円~500万円 14 4

3.　501万円~1,000万円 20 2

4.　1,001万円~5,000万円 19 3

5.　5,001万円~1億円 13 5

6.　1億円以上 5 6

1. 0円~100万円

30%

2. 101万円~500万円

14%3. 501万円~1,000万円

19%

4. 1,001万円

~5,000万円

19%

5. 5,001万円~1億円

13%



③運営状況

Q　運営状況 回答数 多い順

1.　良好である 30 2

2.　どちらかといえば良好である 49 1

3.　どちらかといえば良好ではない 16 3

4.　良好ではない 7 4

1. 良好である

29%

2. どちらかとい

えば良好である

48%

3. どちらかといえ

ば良好ではない

16%

4. 良好ではない

7%



④収入源

※回答については、複数選択可

Q　収入源 回答数 多い順

2.　会費 72 1

4.　補助金(国・県・市町村) 47 2

1.　寄附金 42 3

5.　委託料など(国・県・市町村) 31 4

3.　民間助成金 25 5

6.　民間へのサービス提供による収入 24 6

7.　物品販売などの収入 15 7

8.　講演会や相談会への参加費 12 9

9.　その他 14 8

2. 会費

26%

4. 補助金(国・

県・市町村)

17%
1. 寄附金

15%

5. 委託料など

(国・県・市町村)

11%

3. 民間助成金

9%



⑤１番の収入源

Q　最大の収入源 回答数 多い順

2.　会費 21 1

5.　委託料など(国・県・市町村) 18 2

4.　補助金(国・県・市町村) 16 3

6.　民間へのサービス提供による収入 9 5

1.　寄附金 8 6

3.　民間助成金 7 7

7.　物品販売などの収入 4 8

8.　講演会や相談会への参加費 3 9

9.　その他 11 4

2. 会費

22%

5. 委託料など

(国・県・市町村)

19%
4. 補助金(国・

県・市町村)

17%

6. 民間へのサービス

提供による収入

9%

1. 寄附金

8%



（２）法人運営の悩み
①現在の悩み

※回答については、複数選択可

Q　悩み 回答数 多い順

1.　後継者不足 58 1

2.　人材確保と職員の教育 57 2

3.　資金不足 35 3

7.　一般向け広報の充実 33 4

6.　法人の事業運営力向上 27 5

4.　事業規模の拡充 26 6

5.　外部の人脈・ネットワークの拡充 18 7

9.　会計処理 14 8

8.　関係者への活動報告の結果 3 10

10.　その他 8 9

1. 後継者不足

21%

2. 人材確保と職員の

教育

20%

3. 資金不足

13%

7. 一般向け広報

の充実

12%

6. 法人の事業運

営力向上

10%

4. 事業規模の拡充

9%



②現在の１番の悩み

※回答については、複数選択可

Q　1位の悩み 回答数 多い順

1.　後継者不足 28 1

2.　人材確保と職員の教育 27 2

3.　資金不足 23 3

4.　事業規模の拡充 9 4

5.　外部の人脈・ネットワークの拡充 1 6

6.　法人の事業運営力向上 1 6

7.　一般向け広報の充実 1 6

8.　関係者への活動報告の結果 0 9

9.　会計処理 0 9

10.　その他 3 5

1. 後継者不足

30%

2. 人材確

保と職員の

教育

29%

3. 資金不足

25%

4. 事業規模の拡充

10%



③今後、法人運営で力を入れたいこと

※回答については、複数選択可

Q　今後取り組みたいこと 回答数 多い順

6.　人材の育成、獲得 72 1

4.　活動財源の確保 49 2

5.　寄附金や支援者の増加 39 3

9.　WEBやSNSでの情報発信 29 4

7.　メンバーの相互理解 23 5

8.　他の非営利活動団体との交流や情報交換 16 6

3.　認定NPO法人への移行 12 7

1.　適正な会計処理 5 8

2.　専門的なノウハウ獲得のため 5 8

10.　その他 4 10

6. 人材の育成、獲得

28%

4. 活動財源の確保

19%
5. 寄附金や

支援者の増加

15%

9. WEBやSNSでの

情報発信

12%

7. メンバーの

相互理解

9%



④行政に求める支援

※回答については、複数選択可

Q　行政に求めること 回答数 多い順

5.　資金調達・配分(補助金・助成金) 51 1

1.　情報収集・提供 35 2

8.　行政との仲介・協働 34 3

2.　情報発信・広報 31 4

12.　活動場所の提供 25 5

3.　研修会・相談会など 24 6

4.　NPOと行政との意見交換の場の設定 22 7

9.　企業との仲介・協働 18 8

10.　NPO相互の仲介・ネットワーク 14 9

13.　設備・備品の貸出 14 9

11.　NPOの共同事業(寄附集めキャンペーンなど) 13 11

6.　ボランティアなど人的資源の仲介 12 12

7.　地縁団体との仲介・協働 6 13

14.　その他 5 14

5. 資金調達・配

分(補助金・助成金)

17%

1. 情報収集・提供

11%

8. 行政との仲

介・協働

11%

2. 情報発信・広報

10%12. 活動場所の提供

8%

3. 研修会・相談会

など 8%

4. NPOと行政との意

見交換の場の設定

7%

9. 企業との仲介・

協働 6%

10. NPO相互の仲

介・ネットワーク

5%

13. 設備・備品の貸出

5%

11. NPOの共同事

業(寄附集めキャン

ペーンなど) 4%



⑤希望する研修会・相談会の形態

※④で、研修会・相談会の開催希望を選択した法人のみ回答

※回答については、複数選択可

Q　求める研修会の形 回答数 多い順

4.　研修会・セミナー(集合) 20 1

2.　対面(来庁)での個別相談会 13 2

1.　オンライン個別相談会 10 3

3.　対面(法人)での個別相談会 7 4

5.　その他 0 5

4. 研修会・セミ

ナー(集合)

40%

2. 対面(来庁)での個

別相談会

26%

1. オンライン個別

相談会

20%

3. 対面(法人)で

の個別相談会

14%



⑥希望する研修会・相談会のテーマ

※④で、研修会・相談会の開催希望を選択した法人のみ回答

※回答については、複数選択可

Q　求める研修会の内容 回答数 多い順

3.　助成金申請 17 1

4.　人材募集や育成 12 2

7.　他団体との交流の機会 8 3

1.　会計・税務 6 4

5.　寄附やクラウドファンディング 5 5

2.　認定NPO法人への移行支援 4 6

8.　WEBやSNSの活用 2 7

6.　ボランティア募集 1 8

9.　その他 1 8

3. 助成金申請

30%

4. 人材募集や育成

21%
7. 他団体との交流

の機会

14%

1. 会計・税務

11%

5. 寄附やクラウド

ファンディング

9%



（３）地域貢献サポート基金の認知度
①地域貢献サポート基金の認知度

※地域貢献サポート基金…企業や県民からの寄附を活かして、地域の
課題解決に取り組む団体の活動を助成する制度

Q　サポ基について知っているか 回答数 多い順

1.　知っている 56 1

2.　知らない 44 2

1. 知っている
56%

2. 知らない
44%



②希望する地域貢献サポート基金のテーマ

Q　サポ基に希望するテーマ 回答数 多い順

子どもの健全育成を図る活動 19 1

保健、医療又は福祉の増進を図る活動 16 2

まちづくりの推進を図る活動 14 3

人権の擁護又は平和の推進を図る活動 8 4

学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 7 5

社会教育の推進を図る活動 6 6

環境の保全を図る活動 6 6

観光の振興を図る活動 3 8

農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 3 8

地域安全活動 3 8

情報化社会の発展を図る活動 3 8

経済活動の活性化を図る活動 3 8

災害救援活動 2 13

職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 2 13

科学技術の振興を図る活動 1 15

消費者の保護を図る活動 1 15

国際協力の活動 0 17

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 0 17

子どもの健全育

成を図る活動

20%

保健、医療又は福祉

の増進を図る活動

16%

まちづくりの推進を

図る活動

14%

人権の擁護又は平和

の推進を図る活動

8%

学術、文化、芸術

又はスポーツの振

興を図る活動

7%

社会教育の推進を

図る活動

6%

環境の保全を図る

活動

6%



（４）認定・指定NPO法人制度の認知度
①認定・指定NPO法人化の検討状況

Q　認定・指定法人について 回答数 多い順

1.　検討している 21 2

2.　考えていない 72 1

1. 検討している

23%

2. 考えていない

77%



②認定・指定NPO法人化に向けての課題

Q　認定法人にならない理由 回答数 多い順

1.　制度や認定・指定手続が煩雑でよくわからない 31 1

2.　基準を満たしていない 26 2

3.　メリットを感じない 17 3

4.　その他 7 4

1. 制度や認定・

指定手続が煩雑で

よくわからない

38%

2. 基準を満た

していない

32%

3. メリットを感じない

21%



（５）情報入手・交換の状況
①運営する上でよく利用（相談）する窓口

Q　悩み・相談の相手窓口 回答数 多い順

4.　NPO法人 13 2

1.　市町村 11 3

3.　市町村社協ボランティアセンター 7 4

2.　奈良県社協ボランティアセンター 3 5

5.　その他 29 1

4. NPO法人

21%

1. 市町村

17%

3. 市町村社協ボランティア

センター

11%

2. 奈良県社協ボランティ

アセンター

5%

5. その他

46%



②情報入手・情報交換の場への参加状況

Q　情報入手・情報交換の場 回答数 多い順

1.　情報入手・情報交換の場を知らず、参加したことがない 51 1

2.　情報入手・情報交換の場は知っているが、参加したことはない 29 2

3.　情報入手・情報交換の場を知っており、参加している 26 3

1. 情報入手・情報

交換の場を知らず、

参加したことがない

48%

2. 情報入手・情報交換の

場は知っているが、参加

したことはない

27%

3. 情報入手・情報交

換の場を知っており、

参加している

25%



③情報入手・情報交換の場のニーズ

※②で、情報入手・情報交換の場に参加していない法人のみ回答

Q　情報交換の場を必要としているか 回答数 多い順

1.　機会があれば、是非参加したい 11 3

2.　機会があれば、参加を検討したい 51 1

3.　必要ない 13 2

1. 機会があれば、

是非参加したい

15%

2. 機会があれば、参

加を検討したい

68%

3. 必要ない

17%



④情報交換の場に参加してほしい機関

※②で、情報入手・情報交換の場に参加している法人のみ回答

※回答については、複数選択可

Q　情報交換の場に参加してほしい機関 回答数 多い順

1.　県 13 1

2.　市町村 13 1

6.　NPO法人 7 3

4.　市町村社協ボランティアセンター 4 4

5.　自治組織（町内会・自治会等） 4 4

3.　奈良県社協ボランティアセンター 4 4

7．その他 3 7

1. 県

27%

2. 市町村

27%

6. NPO法人

15%

4. 市町村社協ボラン

ティアセンター

9%

5. 自治組織（町内

会・自治会等）

8%

3. 奈良県社協ボラ

ンティアセンター

8%


